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(百万円未満、小数点第１位未満は切捨て) 

１．平成 29 年 3 月期第 1四半期の連結業績（平成 28 年 4 月 1日～平成 28年 6 月 30 日） 
(1)連結経営成績(累計)                          (％表示は、対前年同四半期増減率)

 経常収益 経常利益 親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29 年 3 月期第 1四半期 3,497 2.9 846 △0.8 630 7.3

28 年 3 月期第 1四半期 3,396 4.7 853 36.4 587 25.1

（注）包括利益    29 年 3 月期第 1 四半期 626 百万円（△20.8％）  28 年 3 月期第 1四半期 791 百万円（△4.6％） 

 

 
１株当たり四半期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

29 年 3 月期第 1四半期 185 72 ─ 

28 年 3月期第 1四半期 173 05 ─ 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

29 年 3 月期第 1四半期 672,315 40,918 6.0 

28 年 3 月期 663,800 40,393 6.0 

（参考） 自己資本   29 年 3 月期第 1 四半期  40,898 百万円    28 年 3 月期  40,372 百万円 

（注）「自己資本比率」は、(期末純資産の部合計－期末非支配株主持分)を期末資産の部合計で除して算出しております。 

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期 末 合 計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

28 年 3 月期 ─ 25.00 ─ 30.00 55.00 

29 年 3 月期 ─  

29 年 3 月期(予想)  25.00 ─ 25.00 50.00 

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．平成 29 年 3 月期の連結業績予想（平成 28 年 4月 1日～平成 29 年 3月 31 日） 

  (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 １株当たり当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第 2四半期(累計) 1,100 △26.6 700 △32.7 206 25

通  期 2,100 8.2 1,400 15.5 412 51

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



  

※ 注記事項 

（1）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無 

（2）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：無 

（3）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示  

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

 ② ①以外の会計方針の変更 ：無 

 ③ 会計上の見積りの変更 ：無 

 ④ 修正再表示 ：無 

 

（4）発行済株式数（普通株式） 

 ① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 29 年 3 月期第 1Ｑ 3,400,000 株 28 年 3 月期 3,400,000 株

 ② 期末自己株式数 29 年 3 月期第 1Ｑ 6,298 株 28 年 3 月期 6,218 株

 ③ 期中平均株式数(四半期累計) 29 年 3 月期第 1Ｑ 3,393,732 株 28 年 3 月期第 1Ｑ 3,394,166 株

 
 
 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外でありますが、この四半期決算短信の

開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間（自平成 28 年 4月 1日 至平成 28 年 6月 30 日）の経営成績について、経常収益は、投

資有価証券利回りの低下により有価証券利息配当金は減少しましたが、貸出金増加に伴う貸出金利息が増加したほか、

貸倒引当金戻入益により、前年同期比 1 億 1百万円増加の 34 億 97 百万円となりました。 

経常費用は、平成 27 年 10 月に竣工した新本店ビルに係る減価償却費の増加等により、前年同期比 1 億 8 百万円増

加の 26 億 51 百万円となりました。 

その結果、経常利益は前年同期比 7百万円減少の 8億 46 百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比

42 百万円増加の 6億 30 百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末（平成 28 年 6 月 30 日）における財政状態について、総資産は、前連結会計年度末比

85 億 14 百万円増加の 6,723 億 15 百万円、純資産は、前連結会計年度末比 5 億 24 百万円増加の 409 億 18 百万円とな

りました。 

主要勘定としては、預金は、個人・法人預金の増加により、前連結会計年度末比 87 億 45 百万円増加の 6,259 億 49

百万円となりました。 

貸出金は、消費者ローンは増加しましたが、地方公共団体向け貸出、事業性貸出の減少により、前連結会計年度末

比 121 億 51 百万円減少の 4,339 億 12 百万円となりました。 

有価証券は、債券の償還等により、前連結会計年度末比 40 億 85 百万円減少の 1,743 億 13 百万円となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予想情報に関する説明 

平成 29 年 3月期通期の連結業績予想は、平成 28 年 5月 11 日に公表した数値から変更ありません。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 追加情報 

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１四半

期連結会計期間から適用しております。  
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 
 
          (単位：百万円)
         

前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日) 

資産の部 

 現金預け金 27,824 49,749

 コールローン及び買入手形 112 324

 有価証券 178,398 174,313

 貸出金 446,063 433,912

 外国為替 1,081 3,169

 その他資産 2,044 2,262

 有形固定資産 10,221 10,228

 無形固定資産 781 760

 繰延税金資産 3 4

 支払承諾見返 708 666

 貸倒引当金 △3,440 △3,076

 資産の部合計 663,800 672,315

負債の部 

 預金 617,203 625,949

 借用金 900 400

 その他負債 2,258 2,188

 賞与引当金 476 198

 退職給付に係る負債 706 656

 役員退職慰労引当金 126 120

 睡眠預金払戻損失引当金 52 49

 利息返還損失引当金 13 13

 偶発損失引当金 96 69

 繰延税金負債 864 1,085

 支払承諾 708 666

 負債の部合計 623,407 631,397

純資産の部 

 資本金 4,537 4,537

 資本剰余金 3,219 3,219

 利益剰余金 27,570 28,098

 自己株式 △22 △22

 株主資本合計 35,304 35,833

 その他有価証券評価差額金 4,955 4,960

 退職給付に係る調整累計額 112 104

 その他の包括利益累計額合計 5,067 5,065

 非支配株主持分 21 19

 純資産の部合計 40,393 40,918

負債及び純資産の部合計 663,800 672,315
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第１四半期連結累計期間 
 
          (単位：百万円)
         前第１四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

経常収益 3,396 3,497

 資金運用収益 2,672 2,657

  （うち貸出金利息） 2,324 2,328

  （うち有価証券利息配当金） 339 322

 役務取引等収益 357 319

 その他業務収益 254 189

 その他経常収益 112 331

経常費用 2,542 2,651

 資金調達費用 152 142

  （うち預金利息） 152 142

 役務取引等費用 239 262

 その他業務費用 - 4

 営業経費 2,119 2,205

 その他経常費用 31 36

経常利益 853 846

税金等調整前四半期純利益 853 846

法人税、住民税及び事業税 136 8

法人税等調整額 131 209

法人税等合計 268 217

四半期純利益 585 628

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1 △1

親会社株主に帰属する四半期純利益 587 630
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四半期連結包括利益計算書 

第１四半期連結累計期間 
 
          (単位：百万円)
         前第１四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 585 628

その他の包括利益 205 △2

 その他有価証券評価差額金 210 5

 退職給付に係る調整額 △4 △7

四半期包括利益 791 626

（内訳） 

 親会社株主に係る四半期包括利益 793 627

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1 △1

 

 

 

 

 

 

（３）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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４．補足情報 

 当行の平成 29 年 3 月期第 1四半期決算の概要は以下のとおりであります。 

（１）平成 29 年 3月期 第 1四半期損益の概況 【単体】 

 

 

 

 

 

（単位：百万円） 

科    目 
平成29年3月期

第1四半期 
（3ヶ月間） 

対前年 
同四半期比 

平成28年3月期 
第1四半期 
（3ヶ月間） 

 
平成29年3月期
通期予想値 

経常収益  3,489 104 3,385   

業務粗利益  2,748 △132 2,880   

 

資金利益  2,515 △4 2,519   

役務取引等利益  48 △58 106   

その他業務利益  184 △70 254   

経費（除く臨時処理分）  2,200 95 2,105   

 

人件費  1,193 37 1,156   

物件費  813 48 765   

税金  194 11 183   

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）  547 △227 774   

 コア業務純益（注1）  367 △183 550   

一般貸倒引当金繰入額 ① － － －   

業務純益  547 △227 774   

 うち国債等債券損益（５勘定尻）  179 △45 224   

臨時損益  307 218 89   

 株式等損益（３勘定尻）  1 △20 21   

 不良債権処理額 ② 16 3 13   

  個別貸倒引当金繰入額  － － －   

  その他  16 3 13   

 貸倒引当金戻入益（注2） ③ 296 255 41   

 償却債権取立益 ④ 0 － 0   

 偶発損失引当金戻入益 ⑤ 27 △9 36   

 その他臨時損益  △2 △4 2   

経常利益  854 △9 863  2,100 

特別損益  － － －   

 固定資産処分損益  － － －   

税引前四半期純利益  854 △9 863   

法人税、住民税及び事業税  8 △128 136   

法人税等調整額  209 78 131   

法人税等合計  218 △50 268   

四半期（当期）純利益  636 41 595  1,400 

（ご参考）       

与信関係費用（①＋②－③－④－⑤）  △308 △243 △65   

(注)１．「コア業務純益」は、一般貸倒引当金繰入額および国債等債券損益（5勘定尻）を除く業務純益。 

(注)２．貸倒引当金戻入益の内訳：一般貸倒引当金戻入益 208 百万円、個別貸倒引当金戻入益 88 百万円 

コア業務純益は、投資信託販売の減少による役務取引等収益が減少したほか、営業経費が増加したことなど

により、前年同期比 1億 83 百万円減少の 3億 67 百万円となりました。 

経常利益は、貸倒引当金戻入益は増加しましたが、コア業務純益・国債等債券売却益が減少し、前年同期比

9百万円減少の 8億 54 百万円となりました。 
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（２）金融再生法ベースのカテゴリーによる開示 

  金融再生法に基づく開示債権（単体）は、前年同期比 25 百万円減少の 80 億 11 百万円となりました。開示債権比率

は前年同期比 0.17 ポイント低下の 1.84％となりました。 
 
①単体 （単位：百万円）  (参考) （単位：百万円）

 平成 28 年 6月末 平成 27 年 6月末  平成 28年 3月末（実績） 

破 産 更 生 債 権 及 び 
こ れ ら に 準 ず る 債 権 

1,289 1,744  1,431 

危 険 債 権 4,664 4,502  4,726 

要 管 理 債 権 2,058 1,789  2,105 

合     計 
8,011 

(1.84%) 
8,036 

(2.01%) 
 

8,263 
(1.84%) 

 

②連結 （単位：百万円）  (参考) （単位：百万円）

 平成 28 年 6月末 平成 27 年 6月末  平成 28年 3月末（実績） 

破 産 更 生 債 権 及 び 
こ れ ら に 準 ず る 債 権 1,289 1,744  1,431 

危 険 債 権 4,664 4,502  4,726 

要 管 理 債 権 2,058 1,789  2,105 

合     計 
8,011 

(1.84%) 
8,036 

(2.01%) 
 

8,263 
(1.84%) 

（注）上記の計数は、当行の定める自己査定基準に基づき、債務者区分の判定を行った結果を、「金融機能の再生のための緊急措置に関

する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカテゴリーにより分類しております。 

 

 

 

 

（３）自己資本比率（国内基準） 

①単体  （参考） 

 平成 28 年 9月末（予想値）  平成 28 年 3月末（実績） 

自 己 資 本 比 率  9％程度 8.88％ 

 
②連結  （参考） 

 平成 28 年 9月末（予想値）  平成 28 年 3月末（実績） 

自 己 資 本 比 率  9％程度 8.90％ 

（注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。 

金融再生法開示債権（単体）の推移
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（４）時価のある有価証券の評価差額 【連結】 

（単位：百万円） (参考) （単位：百万円）

 
平成 28 年 6月末 平成 27 年 6月末 平成 28 年 3月末 

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額 

その他有価証券 173,089 7,059 199,468 7,740 177,184 7,043 

 株 式 3,544 785 4,037 1,346 3,589 835 

 債 券 155,511 3,994 178,277 2,253 157,190 3,500 

 そ の 他 14,033 2,278 17,153 4,140 16,404 2,707 

（注）１．「評価差額」は、各四半期末の帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額を計上しております。 

２．満期保有目的の債券は保有しておりません。 

 
 
 
 
 
（５）預金・貸出金・預かり資産の状況 【単体】 

 

① 預金 

個人・法人預金が共に増加し好調に推移したものの、公金預金の減少により、前年同期比 100億 41百万円減少の 6,260

億 86 百万円となりました。平均残高は前年同期比 63 億 79 百万円減少の 6,119 億 50 百万円となりました。 
 

（単位：百万円）  (参考) （単位：百万円）

 
28 年 6 月末 

  
27 年 6 月末 28 年 3 月末 

 27 年 6 月末比 28 年 3 月末比

預 金（末残） 626,086 △10,041 8,804  636,127 617,282 

 うち個人預金 405,235 11,634 4,116  393,601 401,119 

預 金（平残） 611,950 △6,379 △669  618,329 612,619 

 

預金（末残）の推移
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② 貸出金 

不動産業や建設業を中心に事業性貸出が増加したほか、消費者ローンも好調に推移したことなどから、前年同期比

353 億 50 百万円増加の 4,339 億 12 百万円となりました。平均残高は 315 億 98 百万円増加の 4,292 億 52 百万円となり

ました。 
 

(単位：百万円)  (参考) （単位：百万円）

 
28 年 6 月末 

  
27 年 6 月末 28 年 3 月末 

 27 年 6 月末比 28 年 3 月末比

貸 出 金（末残） 433,912 35,350 △12,151  398,562 446,063 

 うち消費者ローン 93,894 5,047 800  88,847 93,094 

  住宅ローン 72,707 2,743 77  69,964 72,630 

貸 出 金（平残） 429,252 31,598 17,475  397,654 411,777 

 

 

③ 預かり資産（末残） 

生命保険は終身保険等を中心に増加しましたが、国債の利回り低下や、国内外での株式等の下落、為替相場等の影響

を受け、投資信託・国債は減少となったことから、前年同期比 45 億 38 百万円減少の 420 億 16 百万円となりました。 
 

(単位：百万円)  (参考) （単位：百万円）

 
28 年 6 月末 

  
27 年 6 月末 28 年 3 月末 

 27 年 6 月末比 28 年 3 月末比

国     債 1,499 △669 △27  2,168 1,526 

生 命 保 険 20,143 1,084 △170  19,059 20,313 

投  資  信  託 20,373 △4,953 △1,773  25,326 22,146 

合     計 42,016 △4,538 △1,970  46,554 43,986 
 

貸出金（末残）の推移
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